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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

令和７年３月期中間期 90,293 6.2 891 － 588 △21.9 2,088 △38.7

令和６年３月期中間期 85,053 16.8 △522 － 753 △57.9 3,408 199.8

（注）包括利益 令和７年３月期中間期 685百万円（△90.1％） 令和６年３月期中間期 6,925百万円（233.0％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

令和７年３月期中間期 145.81 －

令和６年３月期中間期 224.53 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

令和７年３月期中間期 244,515 69,373 28.3

令和６年３月期 211,271 72,131 34.0

（参考）自己資本 令和７年３月期中間期 69,080百万円 令和６年３月期 71,829百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

令和６年３月期 － － － 100.00 100.00

令和７年３月期 － －

令和７年３月期（予想） － 100.00 100.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 175,000 △4.7 1,700 77.4 1,700 △25.4 2,700 △36.6 178.75

１．令和７年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（令和６年４月１日～令和６年９月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．令和７年３月期の連結業績予想（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 令和７年３月期中間期 15,668,956株 令和６年３月期 15,668,956株

②  期末自己株式数 令和７年３月期中間期 1,627,451株 令和６年３月期 870,226株

③  期中平均株式数（中間期） 令和７年３月期中間期 14,321,058株 令和６年３月期中間期 15,179,821株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：有

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記予想は本資料の決算発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料の２ページをご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果もあり、景気は緩やかな回

復傾向が続きました。ただし、欧米における高金利水準の継続、中国経済の先行き懸念や中東地域をめぐる情勢な

どが景気を下押しするリスクとなっており、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分留意する必要がありま

す。

建設業界におきましては、公共投資は底堅く推移し、民間投資についても企業収益を背景に設備投資は堅調に推

移していますが、技能労働者不足や建設コストの動向等のリスク要因を踏まえ、業界を取り巻く環境を引き続き注

視する必要があります。

このような経済情勢のもと、当社グループの当中間連結会計期間における連結業績につきましては、売上高は期

首手持工事の増加及び大型工事の順調な進捗により完成工事高が増加し、90,293百万円（前年同期比6.2％増）と

なりました。

利益については、期首手持工事の増加及び大型工事における価格転嫁交渉が奏功したことによる利益率の改善等

により売上総利益が増加し、営業利益891百万円（前年同期は営業損失522百万円）となりましたが、為替差損の影

響により経常利益588百万円（前年同期比21.9％減）となりました。親会社株主に帰属する中間純利益は、投資有

価証券の売却による特別利益が計上されたものの、前期に保有資産の売却に伴う固定資産売却益を特別利益に計上

した反動により、2,088百万円（前年同期比38.7％減）となりました。

なお、当社グループの主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが連結会計年度の下半

期に集中しているため、上半期の売上高に比べ、下半期の売上高が多くなるといった季節的変動があります。

（２）当中間期の財政状態の概況

当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ33,243百万円増加し244,515百万円となり

ました。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等の増加28,144百万円、流動資産のその他の増加6,416百万

円、兼業事業支出金の増加3,115百万円です。負債合計は、前連結会計年度末に比べ36,001百万円増加し175,141百

万円となりました。主な要因は、短期借入金の増加48,840百万円、未払金の減少7,864百万円です。純資産合計

は、前連結会計年度末に比べ2,757百万円減少し69,373百万円となりました。主な要因は、自己株式の取得による

減少1,956百万円、その他有価証券評価差額金の減少1,370百万円です。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

令和７年３月期の連結業績予想につきましては、令和６年５月14日に公表しました通期の業績予想から変更はあ

りません。

なお、業績予想につきましては、本資料の発表日において入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、

実際の業績は今後様々な要因によって予想値と異なる可能性があります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(令和６年３月31日)

当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 18,606 16,701

受取手形・完成工事未収入金等 95,239 123,383

兼業事業未収入金 0 0

販売用不動産 37 1,232

未成工事支出金 1,103 681

兼業事業支出金 4,315 7,430

その他の棚卸資産 156 100

その他 9,852 16,269

貸倒引当金 △10 △13

流動資産合計 129,300 165,785

固定資産

有形固定資産 38,848 37,520

無形固定資産 1,778 1,827

投資その他の資産

投資有価証券 37,803 35,770

退職給付に係る資産 1,269 1,305

その他 4,969 4,660

貸倒引当金 △2,698 △2,355

投資その他の資産合計 41,343 39,380

固定資産合計 81,970 78,729

資産合計 211,271 244,515

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(令和６年３月31日)

当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 50,536 43,683

短期借入金 24,918 73,759

未払金 11,512 3,648

未成工事受入金 7,412 5,772

工事損失引当金 1,776 1,838

賞与引当金 1,464 1,892

その他の引当金 254 276

その他 19,860 24,791

流動負債合計 117,735 155,662

固定負債

長期借入金 9,336 8,035

再評価に係る繰延税金負債 1,531 1,531

退職給付に係る負債 5,864 5,840

役員株式給付引当金 － 5

その他 4,673 4,067

固定負債合計 21,404 19,479

負債合計 139,140 175,141

純資産の部

株主資本

資本金 18,293 18,293

資本剰余金 5,330 5,330

利益剰余金 34,102 34,669

自己株式 △1,872 △3,829

株主資本合計 55,854 54,464

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 12,961 11,591

土地再評価差額金 2,721 2,758

退職給付に係る調整累計額 290 266

その他の包括利益累計額合計 15,974 14,616

非支配株主持分 302 292

純資産合計 72,131 69,373

負債純資産合計 211,271 244,515
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　令和５年４月１日

　至　令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

売上高

完成工事高 83,137 88,283

兼業事業売上高 1,915 2,010

売上高合計 85,053 90,293

売上原価

完成工事原価 78,492 82,408

兼業事業売上原価 1,454 1,313

売上原価合計 79,947 83,721

売上総利益

完成工事総利益 4,644 5,875

兼業事業総利益 461 697

売上総利益合計 5,105 6,572

販売費及び一般管理費 5,628 5,680

営業利益又は営業損失（△） △522 891

営業外収益

受取配当金 298 377

為替差益 1,104 －

その他 51 41

営業外収益合計 1,454 418

営業外費用

支払利息 151 271

為替差損 － 411

その他 27 38

営業外費用合計 178 721

経常利益 753 588

特別利益

固定資産売却益 3,990 52

投資有価証券売却益 6 2,611

その他 238 28

特別利益合計 4,235 2,692

特別損失

固定資産売却損 3 0

固定資産撤去費用 12 53

減損損失 － 29

貸倒引当金繰入額 － 90

その他 0 47

特別損失合計 16 221

税金等調整前中間純利益 4,972 3,058

法人税、住民税及び事業税 1,927 989

法人税等調整額 △371 △11

法人税等合計 1,556 978

中間純利益 3,415 2,080

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
7 △7

親会社株主に帰属する中間純利益 3,408 2,088

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　令和５年４月１日

　至　令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　令和６年４月１日
　至　令和６年９月30日)

中間純利益 3,415 2,080

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,480 △1,370

退職給付に係る調整額 29 △24

その他の包括利益合計 3,510 △1,394

中間包括利益 6,925 685

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 6,918 693

非支配株主に係る中間包括利益 7 △7

（中間連結包括利益計算書）
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（３）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しています。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　

2022年10月28日。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っています。なお、当該会計方針の変更

による中間連結財務諸表への影響はありません。

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

中間連結

損益計算

書計上額

(注３)

土木

工事

建築

工事

不動産

事業

付帯

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 44,453 38,684 1,729 56 84,923 129 85,053 － 85,053

セグメント間の内部

売上高又は振替高 － － 120 1,470 1,590 － 1,590 △1,590 －

計 44,453 38,684 1,849 1,527 86,514 129 86,644 △1,590 85,053

セグメント利益

又は損失 （△）
1,074 △1,871 116 33 △646 126 △520 △1 △522

（セグメント情報）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年９月30日）

　　　　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店等の事業を含ん

でいます。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去です。

      ３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

- 7 -

鉄建建設㈱（1815）　令和７年３月期　第２四半期（中間期）決算短信



（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

中間連結

損益計算

書計上額

(注３)

土木

工事

建築

工事

不動産

事業

付帯

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 44,535 43,748 1,792 106 90,183 110 90,293 － 90,293

セグメント間の内部

売上高又は振替高 － － 116 1,480 1,596 － 1,596 △1,596 －

計 44,535 43,748 1,909 1,586 91,779 110 91,890 △1,596 90,293

セグメント利益

又は損失 （△）
1,290 △916 342 71 787 108 896 △5 891

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　令和６年４月１日　至　令和６年９月30日）

　　　　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理店等の事業を含ん

でいます。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去です。

      ３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「土木工事」及び「建築工事」セグメントにおいて、一部の支店が営業活動から生ずる損益が継続してマイ

ナスとなっていることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してい

ます。

なお、当該減損損失の計上額は、当中間連結会計期間において備品１百万円及び電話加入権０百万円で

す。

「不動産事業」セグメントにおいて、当中間連結会計期間に一部の土地及び建物について不動産売買契約の

締結に伴う売却の意思決定を行ったことに伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として計上しています。

なお、当該減損損失の計上額は、当中間連結会計期間において土地９百万円及び建物18百万円です。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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区　分

前中間会計期間

自 令和５年４月１日

至 令和５年９月30日

当中間会計期間

自 令和６年４月１日

至 令和６年９月30日

比較増減 増減率

建

設

事

業

土

木

国内官公庁 23,222 24.4% 14,383 16.4% △8,839 △38.1%

国内民間 26,145 27.4% 28,064 32.1% 1,919 7.3%

海　　外 2,456 2.6% 2,167 2.5% △289 △11.8%

計 51,824 54.4% 44,614 51.0% △7,209 △13.9%

建

築

国内官公庁 2,474 2.6% 4,916 5.6% 2,441 98.7%

国内民間 40,938 43.0% 38,011 43.4% △2,926 △7.2%

海　　外 0 0.0% 0 0.0% △0 △25.9%

計 43,414 45.6% 42,928 49.0% △485 △1.1%

合

計

国内官公庁 25,696 27.0% 19,299 22.0% △6,397 △24.9%

国内民間 67,083 70.4% 66,076 75.5% △1,007 △1.5%

海　　外 2,457 2.6% 2,167 2.5% △289 △11.8%

計 95,238 100.0% 87,543 100.0% △7,694 △8.1%

うち鉄道 43,025 45.2% 32,295 36.9% △10,729 △24.9%

 通 期

　令和７年３月期予想 173,000百万円 △8.5％

　令和６年３月期実績 189,024百万円 0.6％

区　分

前中間会計期間

自 令和５年４月１日

至 令和５年９月30日

当中間会計期間

自 令和６年４月１日

至 令和６年９月30日

比較増減 増減率

建

設

事

業

土

木

国内官公庁 21,567 26.0% 23,062 26.3% 1,495 6.9%

国内民間 18,118 21.9% 17,582 20.1% △535 △3.0%

海　　外 4,454 5.4% 3,177 3.6% △1,276 △28.7%

計 44,140 53.3% 43,823 50.0% △316 △0.7%

建

築

国内官公庁 1,647 2.0% 3,359 3.9% 1,712 104.0%

国内民間 36,915 44.6% 40,300 46.0% 3,385 9.2%

海　　外 121 0.1% 87 0.1% △34 △28.1%

計 38,684 46.7% 43,748 50.0% 5,063 13.1%

合

計

国内官公庁 23,214 28.0% 26,422 30.2% 3,207 13.8%

国内民間 55,033 66.5% 57,883 66.1% 2,849 5.2%

海　　外 4,576 5.5% 3,265 3.7% △1,310 △28.6%

計 82,824 100.0% 87,571 100.0% 4,746 5.7%

うち鉄道 30,574 36.9% 31,914 36.4% 1,340 4.4%

３．補足情報

（１）個別受注高

①受注実績　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）１．パーセント表示は構成比率

２．当該中間会計期間前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、当該中間会

計期間受注高にその増減を含みます。また、当該中間会計期間前に外貨建てで受注した工事で、当該中間会計

期間中の為替変動により請負金額に増減があるものについても同様に処理しています。

②個別受注予想

（注）パーセント表示は、前年同期比増減率

（２）個別完成工事高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）パーセント表示は構成比率
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